
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

〇

〇

平 成  年

 月

目 録

本
紙

号
外

第
七
〇
九
四
号
か
ら

第
七
一
一
三
号
ま
で

第
一
八
九
号
か
ら

第
二
一
二
号
ま
で

特
第
二
〇
号
か
ら

特
第
二
二
号
ま
で

法
律
・
政
令
・
条
約
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
公
布
の
日
に
「
法
令
の
あ
ら

ま
し
」
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

※
◎
凡

例

件
名
の
上
の
ゴ
シ
ッ
ク
数
字
は
番
号
を
示
す
。

件
名
の
下
の
数
字
の
う
ち
、
上
段
は
掲
載
日
、
中
段
の
ア
ラ
ビ
ア
数

字
は
号
外
番
号
、
下
段
は
ペ
ー
ジ
を
示
す
。

◇

◇

発 行 所

独立行政法人国立印刷局
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平成年月日 火曜日 (第号付録) 月目録官 報

詔

書
日

号
外

ペ
ー
ジ

平
成
二
十
九
年
九
月
二
十
八
日
に
、
国

会
の
臨
時
会
を
東
京
に
召
集
す
る
詔
書

二
二
特21

一

日
本
国
憲
法
第
七
条
に
よ
り
、
衆
議
院

を
解
散
す
る
詔
書

二
八
特22

一

政

令

二
二
九

行
政
機
関
職
員
定
員
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令

一

二

二
三
〇

総
務
省
組
織
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

一

二

二
三
一

再
就
職
等
監
視
委
員
会
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令

一

四

二
三
二

学
校
教
育
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関

係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政

令

一

四

二
三
三

絶
滅
の
お
そ
れ
の
あ
る
野
生

動
植
物
の
種
の
保
存
に
関
す

る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

一

六

二
三
四

高
重
合
度
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
テ

レ
フ
タ
レ
ー
ト
に
対
し
て
課

す
る
暫
定
的
な
不
当
廉
売
関

税
に
関
す
る
政
令

一

六

二
三
五

関
税
暫
定
措
置
法
施
行
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令

六

二

二
三
六

住
宅
確
保
要
配
慮
者
に
対
す

る
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進

に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を

定
め
る
政
令

八

二

二
三
七

独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支

援
機
構
法
施
行
令
及
び
金
融

商
品
の
販
売
等
に
関
す
る
法

律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令

八

二

二
三
八

学
校
教
育
法
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

一
三

二

二
三
九

地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

一
五
199

三

二
四
〇

土
地
改
良
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を

定
め
る
政
令

一
五
199

八

二
四
一

土
地
改
良
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う

関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す

る
政
令

一
五
199

九

二
四
二

公
認
心
理
師
法
の
施
行
期
日

を
定
め
る
政
令

一
五
199
一
〇

二
四
三

公
認
心
理
師
法
施
行
令

一
五
199
一
〇

二
四
四

年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立

行
政
法
人
法
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

二
一

二

二
四
五

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
び

構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

期
日
を
定
め
る
政
令

二
一

三

二
四
六

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
び

構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に

関
す
る
政
令

二
一

三

二
四
七

港
則
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

二
一

五

二
四
八

年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立

行
政
法
人
法
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

二
二

二

二
四
九

総
合
法
律
支
援
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施

行
期
日
を
定
め
る
政
令

二
七

二

二
五
〇

関
税
割
当
制
度
に
関
す
る
政

令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
七

二

二
五
一

原
子
力
損
害
賠
償
・
廃
炉
等

支
援
機
構
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
期
日
を
定

め
る
政
令

二
七

二

二
五
二

原
子
力
損
害
賠
償
・
廃
炉
等

支
援
機
構
法
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

二
七

二

二
五
三

港
湾
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

二
七

三

二
五
四

医
療
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

二
七

三

二
五
五

電
波
法
及
び
電
気
通
信
事
業

法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

二
九

二

条

約

二
九

日
本
国
の
自
衛
隊
と
オ
ー
ス

ト
ラ
リ
ア
国
防
軍
と
の
間
に

お
け
る
物
品
又
は
役
務
の
相

互
の
提
供
に
関
す
る
日
本
国

政
府
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
政

府
と
の
間
の
協
定

六
192

二

三
〇

投
資
の
自
由
化
、
促
進
及
び

保
護
に
関
す
る
日
本
国
と
イ

ス
ラ
エ
ル
国
と
の
間
の
協
定

一
五
199
一
一

府

令

〇
内

閣

府

四
三

食
品
表
示
基
準
の
一
部
を
改

正
す
る
内
閣
府
令

一
189

二

四
四

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施

行
規
則
及
び
内
閣
府
関
係
国

家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣

府
令

二
一
203

一

四
五

沖
縄
総
合
事
務
局
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

二
九

二

四
六

独
立
行
政
法
人
国
民
生
活
セ

ン
タ
ー
の
業
務
運
営
、
財
務

及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理

に
関
す
る
内
閣
府
令
及
び
独

立
行
政
法
人
国
民
生
活
セ
ン

タ
ー
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
内
閣
府
令

二
九

二


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